
業務管理体制の整備について

１ 趣旨

平成２０年の介護保険法改正により，平成２１年５月１日から，介護サービス

事業者（法人）に対し，法令遵守等の業務管理体制の整備が義務付けられた。

（目的）

① 介護サービス事業者による法令遵守の義務の履行を確保

② 指定取消事案などの不正行為を未然に防止

③ 利用者又は入所者の保護と介護事業運営の適正化

２ 業務管理体制の内容

指定又は許可を受けている事業所等の数に応じて，以下のとおりとする。

③法令遵守に係る監査

②法令遵守マニュアルの整備

①法令遵守責任者の選任

事業所数２０未満 ２０以上１００未満 １００以上

① 法令遵守責任者の選任

法及び法に基づく命令の内容に精通した法務担当の責任者を選任

② 法令遵守マニュアルの整備

業務が法令に適合することを確保するための規程（マニュアル）を整備

③ 法令遵守に係る監査

業務執行の状況の監査を実施

３ 業務管理体制の整備に係る届出

 届出の内容

① 事業者（法人）の名称，氏名，主たる事務所の所在地

代表者の氏名，生年月日，住所，職名

② 法令遵守責任者の氏名，生年月日

③ 法令遵守マニュアルの概要

④ 法令遵守に係る監査の方法の概要

 届出区分

事業者（法人）は，業務管理体制を整備し，指定等を受けている事業所等の

所在地に応じて次のとおり届け出る。

令和４年度介護保険施設等集団指導
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事業所等の所在地 届出先

① 指定事業所が３以上の地方厚生局管轄区域に所在 厚生労働大臣

② 指定事業所が２以上の都道府県の区域に所在し，かつ， 事業者の主たる

２以下の地方厚生局の管轄区域に所在 事務所が所在す

る都道府県知事

③ 指定事業所が同一指定都市内の区域に所在 指定都市の長

④ 指定事業所が同一中核市内にのみ所在 中核市の長

⑤ 地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者で， 市町村長

指定事業所が同一市町村内にのみ所在

⑥ ①から⑤以外の事業者 都道府県知事

※④については，R3.4.1に都道府県知事から中核市の長へ届け出先が変更。

４ 事業者（法人）の本部に対する検査

業務管理体制の整備状況や，事業者の不正行為への組織的関与の有無等を確認

するため，介護保険法第１１５条の３３，第１１５条の３４の規定及び国の「介

護サービス事業者業務管理体制確認検査指針」（平成21年３月30日付け老発

第0330077号老健局長通知）に基づき，届出先機関が事業者に対する報告徴収

や，事業者の本部，事業所等に立ち入り検査を行うこととされた。

 一般検査

業務管理体制の整備・運用状況を確認するため，概ね６年に１回，報告等を

求め実施

 特別検査

指定等取消処分相当事案が発覚した事業者を対象として実施

３
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別記 

第１号様式（第２条関係） 

※ 受付番号  

 

業務管理体制の整備に関する届出書 
 

年  月  日  

鹿児島県知事      殿 

 

                        届出者 住所 

                            氏名                    印 

法人にあっては，主たる事務所の 

所在地，名称及び代表者の氏名 

 

業務管理体制の整備について，介護保険法第115条の32第２項（第４項）の規定により，関係書類を添え

て次のとおり届け出ます。 

 

 ※ 事業者（法人）番号                  

事 

 

業 

 

者 

フ リ ガ ナ  

氏 名 又 は 名 称  

主たる事務所の

所在地 

(郵便番号   -    ） 

 

連  絡  先 電話番号  ファックス番号  

法人にあっては，

法人の種別 
 

法人にあっては，

代表者の職名，氏

名及び生年月日 

職名  

フリガナ  
生年 

月日 
 

氏  名  

法人にあっては，

代表者の住所 

(郵便番号   -    ） 

 

事業所の名称等及び所

在地 

事業所の名称 指定(許可)年月日 
介護保険事業所番号 

（医療機関等コード） 
所 在 地 

 

 

計    箇所 

   

介護保険法施行規則第

140条の40第１項第２

号から第４号までの規

定に基づく届出事項 

第２号 

法令遵守責任者の氏名（フリガナ） 生年月日 

 

 
 

第３号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

第４号 業務執行の状況の監査の方法の概要 

区

分

の

変

更 

区分の変更前の行政機関の名称及び担当部(局)課  

事 業 者 （ 法 人 ） 番 号                  

区 分 の 変 更 の 理 由  

区分の変更後の行政機関の名称及び担当部(局)課  

区 分 の 変 更 日       年  月  日 

 

共通資料4－4



 

注１ ※印の欄は，記入しないこと。 

２ 介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の32第４項の規定による届出の場合は，同条第２項

の規定により届出を行った厚生労働大臣又は市町村長にも届け出ること。 

３ 介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第140条の40第１項第２号から第４号までの規定

に基づく届出事項の欄は，該当するものを○で囲むこと。 

なお，第３号に該当する場合は業務が法令に適合することを確保するための規程の概要を記載し

た書類を，第４号に該当する場合は業務執行の状況の監査の方法の概要を記載した書類を添付する

こと。 

４ 区分の変更の欄は，介護保険法第115条の32第４項の規定による届出の場合に記入すること。 
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第２号様式（第２条関係） 

※ 受付番号  

 

業務管理体制の整備に関する届出事項変更届出書 

 

                                                             年  月  日  

 

鹿児島県知事      殿 

 

                        届出者 住所 

                            氏名                    印 

法人にあっては，主たる事務所の 

所在地，名称及び代表者の氏名 

 

次のとおり変更したので，介護保険法第115条の32第３項の規定により，関係書類を添えて届け出ま

す。 

 

 事業者（法人）番号                  

変更があった事項 変更の内容 

１ 法人の種別又は名称（フリガナ） 

（変更前） 

 

２ 
主たる事務所の所在地，電話番

号又はファックス番号 

３ 
代表者の氏名（フリガナ）及び

生年月日 

４ 代表者の住所及び職名 

５ 事業所の名称等又は所在地 

（変更後） 

 

６ 
法令遵守責任者の氏名（フリガ

ナ）及び生年月日 

７ 
業務が法令に適合することを確

保するための規程の概要 

８ 
業務執行の状況の監査の方法の

概要 
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注１ ※印の欄は，記入しないこと。 

２ 該当する事項の番号を○で囲むこと。 

３ 事業所の名称等及び所在地については，事業所又は施設の指定，廃止，休止又は再開に

伴う事業所又は施設の数の変更により業務管理体制を変更した場合に届け出ること。 

４ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要及び業務執行の状況の監査の方

法の概要については，組織の変更，規程の追加等により業務管理体制を変更した場合に届

け出ること。 

なお，事業所又は施設の数の変更により業務が法令に適合することを確保するための規

程の概要又は業務執行の状況の監査の方法の概要を変更した場合は，業務が法令に適合す

ることを確保するための規程の概要を記載した書類又は業務執行の状況の監査の方法の概

要を記載した書類を添付すること。 
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  （
別
表
）
 

事
業
所
の
名
称
等
及
び
所
在
地
 

№
 

 
 
 

事
業
所
の

名
称
 

サ
ー
ビ
ス

の
種
別
 

指
定
(
許
可

)年
月

日
 

介
護
保
険

事
業
所

番
号
 

（
医
療
機

関
等
コ

ー
ド
）
 

所
 
在
 

地
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

計
 

 
 

 
 
 

箇
所
 

 
 

 
 

注
 
１
 

事
業
所

等
に
つ

い
て
は
，
そ
の
指

定
を

受
け
た

サ
ー
ビ

ス
種
別

ご
と
に

１
事
業

所
と
数

え
，
そ
れ

ぞ
れ

記
載
し

ま
す
。（

事
業

所
番

号
が
同

一
で
あ
っ

て
も
，
サ

ー
ビ

ス
種
別

が

異
な
る
場

合
は
異

な
る
事

業
所
等

と
し
て

数
え
ま

す
。
）
 

（
例
）
『
厚
労

園
ヘ
ル

パ
ー
ス
テ

ー
シ
ョ

ン
』
と

い
う
事

業
所
が

，「
訪
問
介

護
」
と

「
介
護
予

防
訪
問

介
護
」

の
指
定

を
併
せ

て
受
け

て
い
る

場
合
，

そ
の
事

業
所
数

は
「
２

」
 

２
 
名
称

等
が
同

一
の
事

業
所
等

で
あ
っ

て
も
省

略
せ
ず

に
記
載

し
て
く

だ
さ
い

。
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 押印は不要

 です。
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 押印は不要

 です。



共通資料4－19



               

共通資料4－20



共通資料4－21



                  

共通資料4－22
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 です。



【振興局・支庁名】 （単位：事業者数）

未実施
・ない

0

4

0

1

40

47

0

28

4

4

5

7

11

0

1

151

140

4

3

7

38

0

0

0

0

12

81

41

125

２－３　問題発生時，従業者から上司に報告相談することが日常的にできる体制の確立

１－３　法令遵守責任者の氏名及び役割の従業者等への周知 149

１－４　法令遵守責任者の，介護保険に関する各種法令・基準についての知識の習得 153

１－５　法令遵守責任者の介護サービス事業所全体の法令等遵守状況の把握 152

令和２年度業務管理体制整備一般検査における自己点検報告書取りまとめ（県計）

検査実施事業者数 153

点　　検　　内　　容
実施

・ある

法令
遵守
責任
者

１－１　法令遵守責任者が行っている具体的な業務内容 別紙のとおり

１－２　法令遵守責任者の役割の規程等の制定　　【事業所（施設）の数２０以上の場合のみ回答】 0

法令
等違
反行
為の
処理

４－１　介護サービス提供・報酬請求等の法令・基準等に基づく実施の定期的確認 153

確認を行う職員
（複数可）

法令遵守責任者

149

２－４　従業者が法令遵守責任者に対して，法令遵守状況を適切に報告・相談できる体制
        の確立

149

２－５　緊急時における，従業者から法令遵守責任者への連絡体制の確立 148

法令
等遵
守関
連情
報

３－１　行政機関，事業者団体等からの法令遵守に係る情報の収集方法 別紙のとおり

３－２　上記情報に基づく既存の規程，資料等の内容改定 146

業務
管理
体制
の整
備・
周知

２－１(1)　法令等の遵守に係る基本方針等の制定 113

　　　　　 法令等の遵守に係る基本方針等の従業者等への周知 106

２－１(2)　法令遵守規程を組織の承認を得た上で従業者等へ周知
                                             　　　　【事業所(施設)の数20以上の場合のみ】

0

２－２　法令遵守責任者に伝達する役割の「法令等遵守担当者」の配置

141

法令遵守責任者以外の法人役員 33

各事業所の管理者 113

３－３　法人役員や各事業所の従業者に対する関係情報や改定内容等の周知方法 別紙のとおり

３－４　法令遵守責任者と同法人内の各事業所等の間での情報交換の場の設定 142

４－３　利用者等からの相談・苦情等中，法令等違反と考えられる事項の報告 13

４－４　法令・基準違反の通報又は事故等報告の場合の事実関係の調査，検証体制の確立 149

４－５　改善策の各事業所等への周知等運営の改善 150

各事業所の職員 77

法令遵守責任者以外が確認した場合の確認結果の報告 152

４－２　従業員から法令・基準違反についての内部通報 2

研修
等

５－１　自ら実施の研修等での身体拘束廃止・高齢者虐待防止に関する研修実施 146

５－２　自ら実施の研修等での業務管理体制に関する研修実施 115

業務
執行
状況
の監
査

６－１　定期的な監査の実施　　　　　　　　　【事業所(施設)の数100以上の場合のみ】 0

うち内部監査

うち外部監査

６－２　実施要領及び内部監査計画の制定　　　【事業所(施設)の数100以上の場合のみ】 0

検
証・
見直
し

７－１　法令遵守のための研修・会議等の内容・周知方法等についての検証，見直し 141

７－２　業務管理の体制・業務内容の見直しを図った事例の有無 72

７－３　見直し内容の従業者等への周知 112

８　業務管理体制の整備に係る特別な取組み 別紙のとおり
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別紙

・業務管理体制整備規定，法令遵守規定
・「社会福祉法人聖光会　業務管理体制整備規定」等。　その他にも，２０事業所未満の法人が自主的に定めている。
・オアシスＪ　法令遵守規程（株式会社オアシスＪ），法令遵守規程（株式会社優）（※事業所数20未満であるが定めて
いる。）

１－３　法令遵守責任者の氏名及び役割の従業者等への周知方法

・社内会議において，管理者に説明し，また各事業所においては，職場内会議等を通して従業員に周知している。
・各施設回覧による。
・法令遵守マニュアルと一緒に職員用マニュアルにファイリングして各事業所に設置。
・法人幹部会において管理者，主任に説明し，各事業所においては，全体会を通して従事者に周知している
・年度初めの病棟会で必ず伝えている。
・職員会議を通じて周知
・全職員対象の業務連絡事項回覧，朝礼などで説明，幹部会議での周知
・ミーティング時に責任者から従業者に直接周知
・職場内会議で周知，職場に掲示，社内イントラネットへの掲示
・管理者会議や部長士長会議において管理者に説明。事業所従業者へは管理者より周知する。新規採用者には，新人オリ
エンテーションで説明。また，社内ネットワークシステムを活用し周知方の徹底を図っている。
・全体職員研修会にて全職員に対して当該書類の配布，掲示
・朝礼・管理者等会議・研修会・事業所ごとのミーティング等の会議で従業者へ情報共有している
・回覧，各事業所での掲示を行っている
・採用時に伝達を行っている
・常時閲覧可能なようにファイリングし所定の場所に保管している
・法人内会議（各事業所含む）において，管理者に説明し，必要に応じて掲示物や全体朝礼の場等で周知
・職員会議・リーダー会議において，管理者及びリーダー職に説明し，また各事業所においては，当該事項を掲示の上，
職員研修会議等を通して従事者に周知している。
・各セクションの長との話し合い・職場内会議・当該事項の掲示や契約変更覚書等での従事者への周知徹底
・地域包括支援センター設置要綱，人員及び運営に関する基準を定める条例により周知。
・職員に対する内部研修の際に，法令遵守の徹底・確認等を行う。
・社内会議において管理者に説明し，各事業所においては，当該事項を掲示の上，拠点会議等を通して従業員に周知。

１－１　法令遵守責任者が行っている具体的な業務内容

・法人の法令遵守の取組状況把握，関係法令の情報収集及び周知，法令遵守に係る職員研修の実施，違反があった場合の
事実確認及び改善策の検討・実施・法人及び事業の組織体制に関する提案。法令遵守に関する本規則の策定及び改定。
・研修の実施，関係情報等の収集，苦情，事故解決，会議等への出席。
・年に１回以上，各事業所，施設の取り組み状況を各事業所等の管理者や従事者からの聴取や書面での報告などによる把
握。
・労働基準法，施設基準法を常に意識して，法令遵守を確実に行うよう気をつけている。職員に対しての伝達，遵守する
ように働きかける。
・老人福祉法や介護保険法，厚生労働省令，通知類をすべての事業所において遵守しているかをチエック。
・法人及び事業所が，法令遵守により遂行されるよう，組織体制に関する提案，関係法令等の情報収集し規定の改定及び
周知，法令遵守に拘わる職員研修の計画と実施，法令違反があった場合の事実確認，改善策の検討と実施。
・介護サービス・報酬請求内容の確認。関係法令（基準）等の情報収集と周知。内部通報，事故報告及び苦情・相談への
対応。法令遵守等に関する研修の実施。
・経理，労務管理
・院内法令遵守規定等に変更があった場合や職員の異動等があった場合は月１回の院内医療安全対策委員会等の場で伝達
し周知を図っている。
・各事業所において，当該事項を掲示の上，職場内会議等を通して従事者に周知している。
・法人全体の職員に対し，コンプライアンス上の周知徹底，問題点の抽出，チェック，評価等を行い，法人における総責
任を担う問題が発生した場合は，その解決・処理等の対応にあたる。
・労働者の勤務体制，健康，入所者の安全

１－２　法令遵守責任者の役割を定めた規程名等
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２－１(1)　法令等の遵守に係る基本方針等の従業者等への具体的周知方法

・社内会議において各事業所管理者に説明し，各事業所ごとに当該事項を掲示の上職場内会議を通して従業者に周知して
いる。
・今回の指導により，R2.7.1付けで作成し，朝礼で周知した。
・各施設回覧による。
・法令遵守マニュアルと一緒に職員用マニュアルにファイリングして各事業所に設置。
・法人幹部会において管理者，主任に説明し，各事業所においては，全体会を通して従事者に周知している
・運営規程，重要事項説明書を使用し，年度初めの病棟会，変更があった時などは，その都度，職員と勉強会を行う。
・運営会議で管理者に説明し，また各事業所においては，当該事項を掲示の上，パソコン共有ファイルにて従業者に周知
・法人内会議で管理者に説明し，また各事業所においては，当該事項を掲示の上，職場内会議等を通じて事業者に周知
・ホームページへの掲載，職場に掲示，冊子を作成，社内イントラネットへの掲示
・本年度の各事業所における品質方針に定めるよう指示し，それに向けて毎月，社内システムを活用しチェックできる体
制を確保している。
・全体職員研修会にて全職員に対して当該書類の配布，掲示，法令遵守規定を読んでもらう，全体会議で周知
・職員会議・リーダー会議において，管理者及びリーダー職に説明し，また各事業所においては，当該事項を掲示の上，
職員研修会議等を通して従事者に周知している。
・湧水町地域包括支援センター設置要綱，湧水町地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例により
周知。
・社内での研修や幹部・役職者会議での周知徹底　社内連絡メールでの通達としてスタッフに周知
・職員に対する内部研修の際に，法令遵守の徹底・確認等を行う。
・社内会議において，管理者に説明し，各事業所においては，当該事項を掲示の上，拠点会議を通して従業員に周知して
いる。
・共有フォルダー回覧による周知

３－１　行政機関，事業者団体等からの法令遵守に係る情報の収集方法

・国や県等のホームページの閲覧，集団指導資料・市町村などからの通知
・行政から送られてくる伝達事項をもとに収集している。
・県，市，業界団体（老人福祉施設協議会等）からのメール，郵送物
・厚生労働省のホームページの閲覧，集団指導資料，市町村などからの通知
・県，市のホームページ，関連団体の配信メール，機関誌等の確認，その他関連する情報収集を随時行い，必要な情報
は，各事業所等にメールで通知している。
・行政団体（厚生労働省や県または市）や老人保健施設協会等事業者団体のホームページ・メールマガジンの閲覧
・集団指導資料，県や市役所からの通知確認,新聞
・インターネット情報及びメールサービス
・国・市町村等のホームページの閲覧や通知，Ｑ＆Ａ，集団指導資料等
・行政機関からのＦＡＸ等の通知及びトピックスホームページ等で収集している。
・県市町村からの周知・顧問弁護士・労務士等からの情報

共通資料4－25



３－３　法人役員や各事業所の従業者に対する関係情報や改定内容等の周知方法

・院内会議等で管理者に説明し，管理者が各部署の職員に伝達する。
・施設全体会議において役員，管理者に説明し，各事業所においては，職場内会議にて職員に周知している。
・経営検討会にて報告して各施設へ周知している。
・必要書類の配布や職員研修を行った際に説明を行う。
・法人幹部会，全体会等を通して情報交換を行っている。
・毎月行っている病棟会で伝達し，看護師，介護士，事務等それぞれの部門で申し送りノートに記入し，全員へ伝達され
るようにしている。
・毎月の運営会議等において，情報交換している。
・職場内職員会議等で報告，周知。
・理事会，評議員会での運営内容報告，全職員向け業務連絡事項の回覧
・理事会・評議委員会において役員に説明，従業者については，「運営会議」の場で説明を行っている。
・理事会，評議員会，全体研修会，全体会議，リーダー会議にて周知
・社内ミーティング・管理者会等会議で周知している
・法人内会議（各事業所も含む）において，管理者に説明し，管理者より担当する事業者に対して周知。必要に応じて回
覧等の文書，朝礼の場で周知。
・社内会議にて管理者に説明，各事業所においては会議や申し送りシートを活用し従業員へ通知している。
・定例会議等の場で説明。また，就業規則に記載。
・月1回職種毎の会議での周知，回覧，朝礼や巡回による伝達
・幹部・役職者会議での周知徹底　社内連絡メールでの通達としてスタッフに周知
・文書交付・職員の内部研修の際に，法令遵守の徹底・確認等を行う。
・社内会議において，管理者に説明し，各事業所においては当該事項を掲示の上，拠点会議等を通して従業員に周知して
いる。
・職員会議において随時，周知している。また大事と思われる通達は出勤簿のところに置き読んだら押印をするようにし
ている。

３－４　法令遵守責任者と同法人内の各事業所等の間での具体的な情報交換の場

・院内会議，病棟会の時に情報交換している。
・毎月の施設長会議において情報交換している。
・経営検討会議
・情報が入った際に，随時面談，資料の回覧
・必要があれば，その都度，各事業所，各部門の責任者を集めて情報交換をおこなっている
・毎月の運営会議等において，情報交換している。
・幹部会議（主任・リーダー会議）で情報交換している。
・毎日の業務報告及び課長等会議，毎月各部署からチェックシートによる業務報告
・毎週火曜日１３時から管理者会議を行い，その場で情報交換等を実施。
・毎日の業務報告にて情報交換,日常の業務中の情報交換
・全体会議，管理者会議，リーダー会議にて情報共有
・全体研修会，事業部ごとの研修会において情報交換
・管理者会，朝礼，研修会，社内ミーティング等会議での情報交換
・コンプライアンスに係るチェックシートを用いた情報交換
・WEB連携ツール上での情報交換
・定期的に行っている各事業所との会議の場において，情報交換を行っている。
・毎月のチェックシートによる業務報告及び管理者会議において情報交換している。
・各部署の代表者が集まる月１回の医療安全対策委員会の場で情報交換している。
・毎月２回の事業所内の連絡会を実施している。
・幹部会における業務報告や毎週行われるWeb会議，幹部業務グループメール
・必要に応じて直ぐに話し合い。
・日々の業務の中で常に情報交換
・毎月の事業所からのチェックシートによる業務報告及び管理者等会議において情報交換している。
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・記載無し

７－２　業務管理の体制・業務内容の見直しを図った具体的事例

・介護スタッフの負担軽減のため，過度の早い出勤をやめる。
・主介護業務と周辺業務を切り離し可能な限り外部委託を行っている。
・管理者の変更等
・法改正があった際は。随時業務内容等の見直しを行い，必要があれば変更を行っている。
・介護士の早出,遅出の開始。看護部門は以前から責任者を置いていたが，今年度より介護部門にも責任者を置くことに
した。
・営業日，利用定員，人員基準を満たす為の勤務時間の変更
・代表理事が専任とする
・就業規則への個人情報保護，パワハラ・セクハラ禁止の項目を追加
・業務見直しによる兼務の解消，必要に応じて他部署スタッフに援助を求め事故防止に努めている，SNS使用に関して注
意点等を整理，労基署からの指導に基づき従業者の労働時間管理方法を見直した，各職種の業務内容を明確にすることで
責任の所在を明確化した。
・法令遵守責任者の変更，業務内容の見直しや改善のための「タブレット」の導入。
・増員による業務負担の軽減,係長制を導入している
・ヒヤリハット，事故対策とその後の検討のため，安全生活委員会が作られた。
・ICTの活用による，情報共有の効率化
・ヒヤリハット事例が起きたときのみだった事故対策研修を，毎月テーマを決めて定期的に行うようにした。
・法改正等，随時業務内容を検討，必要に応じて見直し，また，主眼事項・着眼点を用いた法令遵守の確認を管理者や各
職長が行い，法令遵守責任者へ報告している。
・法令遵守担当者を配置することとした。
・人員基準は現状満たしている上で，追加で１名介護福祉士を募集している。
・報告体制が機能しているかを検証し，不十分な部分に関しては法令遵守責任者が指導を行っている。
・事業所リーダーを確立し，それぞれ専任としている。
・毎年度の業務計画作成とともに業務内容の確認・不足部分の修正等。
・数年前より顧問弁護士の体制を構築し，法令への遵守と解釈の体制を強化している。
・各事業所の管理者の兼務を解消し，専任とした。
・利用者家族からの質問･相談を管理者サ責応答へ統一し，情報の誤差を改善した。
・管理者の業務負担の軽減のために，事務員を雇用してタスクシフティングした。
・全スタッフがどのように業務を行っているのかをリスト化し，無駄のある部分を改定していった。

８　業務管理体制の整備に係る特別な取組み

・新型コロナ感染症対応に訪問介護事業所がどのような業務従事体制をこれからの業務で確立すればよいのかについて，
小規模零細事業者でも可能な体制づくりについて，事務長管理者レベルで勉強会を設置した。その中でヘルパーの就業環
境改善も検討するようにしている。
・リスクマネジメント研修などの受講により学んだ情報から，苦情の受け方，訴訟対策や記録類の重要性，法令遵守の業
務を全従業員に周知している。
・実地指導時の助言に基づきベッド横にマットを設置する等して身体拘束を行わない取組を実施している。
・新聞，テレビ等で報道された法令違反について，朝礼等で報告したり，プリンアウトをして配布することで意識付けを
行っている。
・毎月開催する法人の定例会議において法令遵守の徹底に努めている。
・訪問介護事業所三つを一つの事業所に統一出来ないか検討中である。
・定期的なミーティングの開催，研修会や情報交換・説明・意見交換
・平成20年度より各事業所リーダー制を確立し体制の整備を行ってきた。令和３年１月よりキャリアパス制度導入を予定
している。
　各事業所リーダーの役割や業務管理体制の確立，また法令遵守に関する教育の確立。
・毎月２回の事業所連絡会を実施している。
・ペーパーレス化に向けての取り組みを始めた。
・メディア報道による法令違反事例について，ミーティングで照会したり，プリントアウトして回覧する等で意識づけ。
・法令遵守等の情報はタイムリーにLINEやメールなどSNSを通じて情報を発信，内容を共有し，必要に応じて電話や直接
の指示説明など実施。
・年１回，社内でのカルテチェックを通じて書類などに不備がないか確認し，その間もこまめに確認し，修正を実施。
・個々に辞令（生活相談員）を出し，意識向上を図る。
・組織図を施設内に掲示し，組織の仕組みを理解する上で相談・解決のスピードアップを図る。

６－１　定期的な監査の具体的実施方法
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